










































個 人 研 究
も，産業別交渉において代表的資格を有するような連
合体を形成するにはいたっておらず，総体としてこの
産業の労使関係は，国家権力の介入が高い比重を占め
る傾向を持ちつづけていたのであった。国家管理はそ
の帰結であったといってよい。
　その処理をめぐって，労働組合が産業国有化政策を
提起し，激しい運動と論議を生んだのであるが，その
帰趨がいわば「変革」から「協議」への転回であり，
労使関係の一定の「定着」を内容とするものであった
ことは，これまでもくりかえし述べられているところ
である。しかし，そのことの本質は，イギリス資本主
義が第1次大戦後急速に衰退過程に入っていった過程
で，資本が労働者階級に要求した賃金切り下げ，労働
時間の延長，そして合理化にともなう失業に対して，
労働組合が国家管理の継続と産業国有化として主張し
たものが，団体交渉制度の再編に置きかえられたとこ
ろにあった，といわなければならない。このような経
過ならびに内実は，労働運動が労働組合運動という圃
有の領域に限定されたときの限界を明らかにしてい
る。しかしそれは決して不毛の過程であったのではな
い。労働組合はそれがある時に解決し得なかった問題
を，その後ふたたび課題とする局面を必ず迎えるので
あり，それに対応する主体的条件の形成をそれ自身の
歴史の内容とするのである。
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